
東日本大震災への 
医療面での対応について 

平成２４年２月 
厚生労働省 

Ministry of Health, Labour and Welfare 
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（10月15日時点：医政局指導課調べ） 

※１ 全壊及び一部損壊の範囲は、県の判断による。「一部損壊」には、建物の一部が利用不可能になるものから施設等の損壊まで含まれうる。 
※２ 福島県の受入不可の医療機関の中には、東京電力福島第１原発の警戒区域、（旧）緊急時避難準備区域内の病院を含む。 
※３ 一部確認中の病院がある。 
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  病院数 

東日本大震災
による当時の 
被害状況 

診療機能の状況 

全壊 
一部 
損壊 
※１ 

外来の受入制限 外来受入不可 入院の受入制限 入院受入不可 

被災 
直後 

6/20 
現在 

9/15 
現在 

10/15 
現在 

被災 
直後 

6/20 
現在 

9/15 
現在 

10/15 
現在 

被災 
直後 

6/20 
現在 

9/15 
現在 

10/15 
現在 

被災 
直後 

6/20 
現在 

9/15 
現在 

10/15 
現在 

岩手県 94 3 59 54 3 5 0 7 3 0 0 48 2 2 1 11 4 4 4 

宮城県 147 5 123 40 5 2 0 11 2 1 0 7 4 2 2 38 6 6 6 

福島県 139 2 108 66 9 10 調査中 27 11 7 調査中 52 10 14 調査中 35 17 10 調査中 

計 380 10 290 160 17 17 - 45 16 8 - 107 16 18 - 84 27 20 - 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

東日本大震災 阪神・淡路大震災 

人的被害 
死者：１５,５２０名、行方不明者：７,１７３名 
負傷者：５,３８８名     （７月１日時点） 
 

死者：６，４３４名、行方不明者：３名 
負傷者：４３，７９２名 
 

死 因 

震災による 

医療ニーズの
特徴 

• 津波災害による死者、行方不明者が多く、負傷者
が少なかった。 

• 超急性期、外傷傷病者への救命医療のニーズ把
握は困難であった。反面、慢性疾患を持つ被災者
に対する医療支援ニーズが高い状態が、長期に
渡り続いた。 

• 建物倒壊による圧死が最多で、負傷者は死者
の約7倍に上った。 

• 圧挫症候群をはじめ、外傷傷病者に対する超
急性期医療のニーズが高かった。 

溺死 
92.50% 

圧死・損

壊死・その

他 
4.40% 

焼死 
1.10% 

不詳 
2.00% 

建物倒

壊によ

る圧死 
83.30% 

焼死 
12.80% 

不詳 
3.90% 

(警察庁緊急災害警備本部調べ) (消防庁確定報) 

(警察庁刑事局捜査第一課調べ) (兵庫県監察医調べ) 
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3月中旬以降 4月 5月 ６月以降 

医
療 

○被災者健康支援連絡協議会（4/22～） 

派遣実績（累計
12,280人 （2,662
チーム））  

派遣実績 
累計600人 

4人（2チーム）活動
中。（累計3,390人
（57チーム）） 

※数値は24年1月時点 
・DMAT（災害派遣医療チーム） 
による救護活動 （3/11～3/22） 
 ※最大193チームが現地で活動（3/13） 

・ＪＭＡＴ等医療関係団体等の医療チームの派遣（3/15～）    
                               ※最大約706人（156チーム）が現地で活動（4/15）                                            

 保健師・看護師等の保健活動（3/14～）                                   

 管理栄養士の派遣（3/20～） 
○宮城では全避難所で食事の総点検を２度実施（4/１～、5/～） 

○岩手（5/10～）・福島（4/20～）でも食事の総点検を実施 

 心のケアチーム派遣（3/16～）                  

・薬剤師の派遣（3/17～）                                           ※最大133人が現地で活動（4/10）                               
派遣実績 
累計1,915人 

○現地での直接雇用へシフト 

 東日本大震災に対する厚生労働省の初動対応 厚生労働省 

医
薬
品
・物
資 

○一般・医療用医薬品を被災地へ搬入（3/12～） 
○生協から毛布・飲料水等の物資を配送（3/13～） 

○一般用医薬品を水産庁巡視船で海路搬送（3/20～） 

○医療用医薬品を米軍ヘリによる空路搬送（3/19） 

○医薬品の供給体制を構築（各県ごとに集積所を整備。医薬品の搬入）（3/19～） 

派遣実績（直接雇
用除く）12人活動
中 
（累計11,255人） 
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・医療用医薬品 
  累計44トン 
・一般用医薬品 
  累計4,680箱 
     15万個、瓶 
     18万枚 等 



• 活動場所：岩手県、宮城県、福島県、茨城県 
• 活動チーム数：約３８０チーム 
• 隊員数：約１，８００名 
• 派遣元都道府県：４７都道府県 
• 活動期間：３月１１日～３月２２日（１２日間） 
• 主な活動内容 

•病院支援 
– 被災地域内の病院の診療支援と情報の発信。 
– 本部設置、トリアージ、治療、後方搬送を実施。 

•域内搬送 
– ドクターヘリや救急車により、被災地域内医療機関から被災地域外の近
隣の医療機関等へ患者を搬送。 

•広域医療搬送 
– 自衛隊機５機で、１９名の患者を被災地外へ搬送。 

•入院患者の救出と搬送 
– 津波で孤立した病院の入院患者の救出活動に参加し、トリアージや応急
処置を実施。（合計３００名以上の患者救出に従事。） 5 

  ・各医療機関の任意で登録された災害時医療を担う医療チーム 
  ・出動や活動内容は、最終的には各チームの判断による 



 

○日本ＤＭＡＴ活動要領（医政指発第0331第3号平成22年3月31日(改正) ）（抄） 
 
概要 
• ＤＭＡＴとは、大地震及び航空機・列車事故といった災害時に被災地に迅速に駆けつけ、救
急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チームである。 

運用の基本方針 
• 活動は、通常時に都道府県と医療機関等との間で締結された協定及び厚生労働省、文部科
学省、都道府県、独立行政法人国立病院機構等により策定された防災計画等に基づくもの
である。 

• ＤＭＡＴ指定医療機関は、通常時に、ＤＭＡＴの派遣の準備、ＤＭＡＴに参加する要員の研修・
訓練に努め、災害時に、被災地域の都道府県等の派遣要請に応じてＤＭＡＴを派遣する。 

• 災害拠点病院、日本赤十字社、国立病院機構、大学附属病院等は、ＤＭＡＴの活動に必要な
支援（情報収集、連絡、調整、人員又は物資の提供等）を可能な範囲で行う。 

要領の位置づけ 
• 本要領は、指定行政機関や都道府県等がその防災業務計画や地域防災計画等においてＤ
ＭＡＴ等の派遣要請、運用について記載する際の指針となるものである。 

 
ＤＭＡＴとは 
• 災害急性期（概ね４８時間以内）に活動できる機動性を持った、専門的な研修・訓練を受け
た災害派遣医療チームである。 

• 広域医療搬送、病院支援、域内搬送、現場活動等を主な活動とする。 
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自衛隊 県歯科医師

会 

【申出者Ｂ】 
開業医、個人等からの 

申し出 

【申出者Ａ】 

都道府県、大学、医療機関、 
各種学会等からの申し出 

【申出者Ｃ】 

各種支援の申し出 
【申出者Ｄ】 

物資等の提供の申し出 

支援の申出 （※現地への直接の申出を含む） 

（派遣決定後） 
①メンバー表提出、活動報告 
②現地ミーティング参加等 

①派遣決定（活動期間・場所）、②派遣元との受入調整（文書要請等） 
③チームへの事前レク、許可証発行、④活動状況の管理 
⑤派遣元との調整（撤収） 

 
岩 
手 
県 
災  
害 
対  
策 
本  
部 

 
保 
健 
医 
療 
班 

岩手医科
大学 

日本赤十

字 

国立病院
機構 

ス
タ
ッ
フ
常
駐 

県看護協会 

岩手県 
（県庁） 県理学療法士協会 遂次参加～ 

課
題
・
対
策
方
向
の
共
有 

県医師会 
(JMAT調整） 

 
 ①保健支援チームの派遣調整・避難所への配置差配等 
 （心のケア、保健師、歯科口腔ケア、地域リハ等のチーム） 
 ②各種支援申出の情報共有、差配 
 ③活動状況の情報共有、各種対策の検討等 
 （感染症、予防・検診・採血、眼科等の特定診療科の確保など） 
 ④避難所の環境改善対策の検討・・・など 

 課題、対策方向の展開に応じて、,逐次、関係機関が参画 

「いわて災害医療支援ネットワーク」 
 

    ①医療支援チームの派遣調整・避難所への配置差配等 
     （活動場所、活動期間等） 
    ②各種支援申し出の情報共有、差配 
    ③医療等救護活動状況の情報共有、対策の検討等 
    ④各被災地（現地）への情報提供 
【ネットワークミーティング（原則、毎日開催）】のフィードバック・・・など 

 
 
 

「各地域単位での調整会議」  
（地域の状況に応じて、災害対策本部、保健所、市等が主催し、地域の医療、保健、福祉等の関係者が参画） 
①地域内の各種支援チームの活動状況の把握、差配等、②地域内の医療、保健、福祉対策の検討等、 
③関係機関（いわて災害医療支援ネット）への情報提供【現地ミーティング結果】のフィードバック・・・など 

 
 

Ａ市 

派遣元への調整等の要請 

Ｃ病院 Ｂ町 Ｄ機関 

支援チーム派遣 ミーティング結果の情報共有 

岩手県医療局 
（県病支援調整） 

２ １ ３ 
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厚生労働省 

要請 

被災地町村 

県災害医療コーディネーター 

仮設診療所ほか 

宮城県（災害医療対策本部・関係機関連絡会議） 

文部科学省 他都道府県 

日本医師会 日本赤十字社 その他関係機関 

県保健所 

被災地 
郡市医師会 

被災地 
災害拠点病院 

その他 
医療機関 

発災当初から地域の医療機関再開及び仮設診療所の診療開始まで 
H23.3 ～ 8末ごろ 保険診療開始から地域医療復興まで 

H23. 8～ 

宮城県医師会 東北大学 

避難所における 
救護所 巡回診療 医療機関 

・地域の医療ニーズの把握と不足する医療スタッフについて県に派遣要請を行う 

・地域内に派遣されている医療スタッフ・医療チームの連携や情報共有を通じて医療支援の充実・強化を図る 

・医療に関連して保健・衛生・福祉面の課題等についても県をはじめ関係機関に情報提供・支援要請を行う 

 

要請 

派遣 

派遣 

支援側 

支援先 
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（医療支援調整担当・緊急被爆スクリーニング調整担当） 

医療機関支援 

【申出者】 
医療支援チーム等 

【申出者】 
地元医師会・地域の病院・診療所など 

在宅患者支援 
（30Km圏内） 

避難所支援 

報告 

登録・ 
申し出 

福島県 
災害対策本部 

福島県立医大 
災害対策本部 

福島県医師会 
災害対策本部 

福島県 

支援 

支援 支援 支援 

支援 

支援 支援 

支援 

【申出者】 
長崎大学、長崎県・市医師会 

支援 

調整 

報告 

依頼 

各地域単位での調整会議関係機関 

 （保健所（保健福祉事務所） 医師会、市町村 等で調整） 

報告 
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JMAT（日本医師会災害医療チーム） 
• 東日本大震災では、岩手県、宮城県、福島県、茨城県に、約１４００チーム以上を
派遣。 
 

• その内医師では、都道府県医師会長をはじめ多くの医師会役員が参加するととも
に、非会員の勤務医も相当数を占めた。日本の医師の総力を結集したものといえ
る。（ＪＭＡＴ参加医師の日医会員・非会員の割合は、日医の組織率とほぼ同じ） 
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職   種 参加者数 

医  師 ２，２２０名 
（うち６割弱が日医会員） 

看護師・准看護師 １，８２９名 

薬剤師 ４６４名 

事  務 １，１７８名 

その他（リハビリ、検査技師、
福祉、介護関係、栄養士など） 

５４８名 

合  計 ６，２３９名 

職
種
別
の
派
遣
状
況 

（７
月
１
１
日
現
在
） 
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第２回 災害医療等のあり方に関する検討会 
日本医師会 石井正三常任理事 発表資料 （参考） 



JMATの概要 
１． 支援内容 

•避難所、救護所における医療 
 

•被災地病院、診療所の日常診療への支援
（災害発生前からの医療の継続） 
 

•その他 

• 避難所の状況把握と改善（衛生状態、感染症の
発生動向、避難者の健康状態、食生活など） 

• 在宅患者の医療、健康管理 

• 地元医師会を中心とした連絡会の立ち上げ
（例：相馬地区、いわき市など） 
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（参考） 
第２回 災害医療等のあり方に関する検討会 
日本医師会 石井正三常任理事 発表資料 


